
計算書類に対する注記（法人全体）

1. 継続事業の前提に関する注記
記載すべき事項なし

2. 重要な会計方針
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

記載すべき事項なし
(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産・・・定額法
無形固定資産・・・定額法

(3) 少額のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っています。
(4) 引当金の計上基準

記載すべき事項なし

3. 重要な会計方針の変更
記載すべき事項なし

4. 法人で採用する退職給付制度
福祉医療機構の実施する退職共済制度に加入しています。
掛金については、費用処理しています。

5. 法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっております。

(1) 法人全体の計算書類（第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式)

(2) 事業区分別内訳表（第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式)については、
当法人は社会福祉事業のみを行っているため、作成を省略しています。

(3) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式)

(4) 各拠点区分におけるサービス区分の内容

6. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりです。 (単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 119,502,240 0 0 119,502,240
建物 750,265,715 0 0 750,265,715
取得価額の合計 869,767,955 0 0 869,767,955

7. 基本金の取崩し、又は、固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
固定資産の処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
すぎのこ保育園拠点の器具備品2件（平成28年取得　片袖事務机・ミキキッチンシステム）を除却したため、国庫補助金等特別積立金2円を
取り崩しました。

8. 担保に供している資産
担保に供されている資産は以下のとおりです。

土地（基本財産）所有権 埼玉県新座市野火止五丁目73番71 119,502,240 円
埼玉県新座市野火止五丁目73番72 0 円

建物（基本財産） 埼玉県新座市野火止五丁目73番71、72 66,403,654 円
建物（基本財産） 埼玉県志木市館一丁目614番地2 165,862,485 円
建物（基本財産） 埼玉県志木市館二丁目6番地6 176,543,479 円

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりです。
設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む） 期末残高
(独)福祉医療機構 3口 145,365,000 円

9. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりです。

(単位：円)
取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 750,265,715 341,456,097 408,809,618
構築物 61,770,600 36,389,659 25,380,941
車輛運搬具 4,619,225 2,579,135 2,040,090
器具及び備品 50,897,952 32,230,371 18,667,581
合計 867,553,492 412,655,262 454,898,230

10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
記載すべき事項なし

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
記載すべき事項なし

12. 関連当事者との取引の内容
記載すべき事項なし

13. 重要な偶発債務
記載すべき事項なし

14. 重要な後発事象
記載すべき事項なし

15.
記載すべき事項なし

16.
記載すべき事項なし

すぎのこ保育園拠点（社会福祉事業）において保育所で実施される地域子育て支援拠点事業、
一時預かり事業、利用者支援事業については、同一のサービス区分としています。

その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

合併又は事業の譲渡若しくは譲受け

館第二すぎのこ保育園拠点（社会福祉事業）において保育所で実施される地域子育て支援拠点事業については、同一のサービス区分としています。
館第一すぎのこ保育園拠点（社会福祉事業）において保育所で実施される一時預かり事業については、同一のサービス区分としています。


